
厚生労働省発健 0208 第 24 号 

令 和 ５ 年 ２ 月 ８ 日  

  

   

  各 都道府県知事 殿 

  

  厚生労働事務次官      

（ 公 印 省 略 ）  

  

  

特定疾患治療研究費の国庫補助について  

  

  

標記の国庫補助金の交付については、昭和４８年５月１６日厚生省発衛第８４号厚

生事務次官通知の別紙「特定疾患治療研究費補助金交付要綱」（以下「交付要綱」と

いう。）により行われているところであるが、今般、交付要綱の一部が別紙新旧対照

表のとおり改正され、令和５年２月８日から適用することとされたので通知する。                

 

  
  
  
  
  
  
  

  



（改正後全文） 

 

昭 和 ４ ８ 年 ５ 月 １ ６ 日  
厚 生 省 発 衛 第 ８ ４ 号  

最終一部改正 令 和 ５ 年 ２ 月 ８ 日  
厚生労働省発健 0208 第 24 号 

 

別 紙  

特定疾患治療研究費補助金交付要綱 

                                                                             

（通則）                                                                     

１  特定疾患治療研究費補助金については、予算の範囲内において交付するものとし、補助金等に

係る予算の執行の適正化に関する法律（昭和３０年法律第１７９号）、同法施行令（昭和３０ 

年政令第２５５号）及び厚生労働省所管補助金等交付規則（平成１２年 
厚生省 

令第６号）の 
労働省 

規定によるほか、この交付要綱に定めるところによる。   

 
（交付の目的）                                                               
２  この補助金は、原因が不明であって、治療方法が確立されていない特定疾患等に関する治療研

究事業を推進して、その医療の確立、普及を図るとともに、その患者の医療費の負担軽減に資す

ることを目的とする。                                  
 
（交付の対象）                                                               
３ この補助金は、平成元年７月２４日健医発第８９６号「先天性血液凝固因子障害等治療研究事

業実施要綱」に基づいて都道府県が行う先天性血液凝固因子障害等治療研究事業を対象とする。  
 
（交付額の算定方法）  
４ この補助金の交付額は、次により算出するものとする。  
（１）次の表の第２欄に定める種目ごとに、第３欄に定める基準額と第４欄に定める対象経費の実

支出額とを比較して少ない方の額を選定する。  
（２）（１）により選定された額と当該種目ごとの総事業費から寄附金、その他の収入額を控除し

た額とを比較して少ない方の額に第５欄に掲げる補助率を乗じる。 
ただし、算出された額に１，０００円未満の端数が生じた場合には、これを切り捨てるもの

とする。  
（３）（２）により算出された額を第１欄に定める区分ごとに合算した額の合計額を交付額とす

る。 
 
 
 
 
 
 



 
１区分 ２種目     ３   基    準    額 ４対象経費 ５補助率 

治療研 

究費 

先天性 

血液凝 

固因子 

障害等 

治療研 

究費（

先進医

療を除

く） 

 

次の(１)及び(２)に規定する額の合計額 

（１）「診療報酬の算定方法（平成２０年厚生労働省

告示第５９号）」、「入院時食事療養費に係る食

事療養及び入院時生活療養費に係る生活療養の費

用の額の算定に関する基準（平成１８年厚生労働

省告示第９９号）」、「訪問看護療養費に係る指

定訪問看護の費用の額の算定方法（平成２０年厚

生労働省告示第６７号）」、「保険外併用療養費

に係る療養についての費用の額の算定方法（平成

１８年厚生労働省告示第４９６号）」若しくは「

厚生労働大臣が指定する病院の病棟における療養

に要する費用の額の算定方法（平成２０年厚生労

働省告示第９３号）」により算定した額の合計額

から医療保険各法又は高齢者の医療の確保に関す

る法律の規定による医療に関する給付に関し保険

者又は市町村が負担すべき額を控除した額（高齢 

者の医療の確保に関する法律の規定による医療を

受ける対象患者については、同法の規定による一

部負担金、入院時食事療養標準負担額及び入院時

生活療養標準負担額並びに基本利用料に相当する

額） 
（２）介護保険法第７条第３項又は第４項に該当する

対象疾患患者に対する同法の規定による訪問看護

、訪問リハビリテーション、居宅療養管理指導、

介護療養施設サービス、介護予防訪問看護、介護

予防訪問リハビリテーション、介護予防居宅療養

管理指導及び介護医療院サービスに関し「指定居

宅サービスに要する費用の額の算定に関する基準

（平成１２年２月厚生省告示第１９号）」、「指

定施設サービス等に要する費用の額の算定に関す

る基準（平成１２年２月厚生省告示第２１号）」

又は「指定介護予防サービスに要する費用の額の

算定に関する基準（平成１８年厚生労働省告示第

１２７号）」により算定した額の合計額から保険

者が負担すべき額（介護保険法第６９条第３項の

規定の適用がある場合にあっては、当該規定が適

用される前の額）を控除した額 
 

委託料、負

担金、補助

金及び交付

金、扶助費 

２分の１ 

 



 

 先天性 

血液凝 

固因子 

障害等 

治療研 

究費（

先進医

療分） 

（３）厚生労働大臣の定める先進医療及び患者申し出

療養並びに施設基準（平成２０年厚生労働省告示

第１２９号）第２第３号に掲げる先進医療（血液

凝固因子製剤に起因するＨＩＶ感染症の患者であ

って、当該疾患に付随してＨＣＶに感染した者に

対して行われるものに限る。）に係る費用 

 

委託料、負

担金、補助

金及び交付

金、扶助費 

10分の10 

事務費 

 

先天性

血液凝

固因子

障害等

治療研

究事務

費（先

進医療

審査支

払事務

費を除

く） 

 厚生労働大臣が必要と認めた額 研究事業の

実施に必要

な報酬、報

償費、旅費

、需用費、

役務費、使

用料及び賃

借料 

２分の１ 

 

 

 先天性 

血液凝 

固因子 

障害等 

治療研 

究事務 

費（先

進医療

審査支

払事務

費） 

厚生労働大臣が必要と認めた額 研究事業の

実施に必要

な報酬、報

償費、旅費

、需用費、

役務費、使

用料及び賃

借料 

 

10分の10 

 

 

（交付の条件） 

 ５ この補助金の交付の決定には、次の条件が付されるものとする。 

  （１）区分ごとの事業に要する経費の配分の変更（治療研究費から事務費への配分の変更であっ

て、それぞれの配分額のいずれか低い額の２０％以内の変更及び事務費から治療研究費へ

の配分の変更を除く。）をする場合においては、厚生労働大臣の承認を受けなければなら



ない。            

  （２）事業を中止し、又は廃止する場合には、厚生労働大臣の承認を受けなければならない。 

  （３）補助金と事業に係る予算及び決算との関係を明らかにした様式第１号による調書を作成す

るとともに、事業に係る歳入及び歳出について証拠書類を整理し、かつ調書及び証拠書類

を補助金の額の確定の日（事業の中止又は廃止の承認を受けた場合には、その承認を受け

た日）の属する年度の終了後５年間保管しておかなければならない。  

 

（申請手続）                                                                   

６ この補助金の交付の申請は、様式第２号による申請書を毎年度５月末日までに厚生労働大臣に

提出して行うものである。                           

 

（変更申請手続）                                                           

７ この補助金の交付の決定後の事情の変更により申請の内容を変更する必要があるときは、６に

定めた申請手続に準じ、毎年度１月末日までに行わなければならない。                  

 

（交付決定までの標準的期間）                                                   

８ 厚生労働大臣は、６又は７に定める申請書が到達した日から起算して原則として３月以内に交

付の決定（決定の変更も含む。）を行うものとする。 

 

（補助金の概算払） 

９ 厚生労働大臣は、補助金の概算払をする必要があると認められる場合には、国の支払計画の範

囲内において、概算払をすることができるものとする。 

 

（事業実績報告）                                                          

１０ この補助金に係る事業実績報告は、様式第３号により翌年度４月３０日（５の（２）により

事業の中止又は廃止の承認を受けたときは、当該承認通知を受理した日から１か月を経過した

日）までに厚生労働大臣に提出しなければならない。     

 

（補助金の額の確定等） 

１１ 厚生労働大臣は１０の報告を受けた場合には、次により補助金の額の確定等を行うものとす

る。 

（１）書類の内容の審査及び必要に応じて現地調査等を行い、その報告に係る補助事業の実施結果

が補助金の交付の決定の内容（５の（１）に基づく承認をした場合には、その承認後の内

容）及びこれに付した条件に適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、補

助事業者に通知するものとする。 

（２）厚生労働大臣は、補助事業者に交付すべき補助金の額を確定した場合において、既にその金

額を超える補助金が交付されているときは、確定通知及び返還命令書により補助事業者にそ

の越える部分の返還を命ずるものとする。 

（３）前(２)による補助金の返還期限は、当該命令のなされたときから２０日以内とし、期限内に

納付がない場合には、厚生労働大臣は、未納に係る額に対して、その未納に係る期間に応じ

て年利１０．９５％の割合で計算した延滞金を徴収するものとする。 

 



（その他）                                                                

１２ 特別の事情により、４に定める算定基準又は６から１１に定める手続きによることができな

い場合においては、あらかじめ厚生労働大臣の承認を受けて、その定めるところによるもの

とする。                                   



様式第１号

厚生労働省所管 地方公共団体名

科目 予算現額 収入済額 科目 予算現額
うち国庫
補助金相

当額
支払済額

うち国庫
補助金相

当額

円 円 円 円 円 円 円
（項）特定疾患等対策費

（目）厚生労働科学研究費補助金
（目細）特定疾患治療研究費補助金

先天性血液凝固因子障害等治療研究事業

備考

年 度 特 定 疾 患 治 療 研 究 費 補 助 金 調 書

（注） １．「地方公共団体」の「科目」は、歳入にあっては款、項、目、節を、歳出にあっては款、項、目をそれぞれ記載すること。
なお、歳出にあっては国庫補助に対応する経費の配分が目の内訳に係るときは、当該経費の配分を目の内訳として記載すること。

２．「予算現額」は、歳入にあっては、当初予算額、補正予算額等の区分を、歳出にあっては、当初予算額、補正予算額、予備費支出額、
流用増減額等の区分を明らかにして記載すること。

３．「備考」は、参考となるべき事項を記載すること。

国 地 方 公 共 団 体

歳 出 予 算 科 目 交付決定の額 補助率

歳 入 歳 出



様式第２号
番 号
年 月 日

１ 申請額 金 円

２ 経費所要額調

３ 事業計画内訳書

４ 添付書類

申 請 額 金 円 （Ａ）

前回までの交付決定額 金 円 （Ｂ）

差引今回変更増△減額 金 円 （Ａ－Ｂ）

（１）歳入歳出予算書（又は見込書）抄本

（注）予算書には、当該事業の補助対象事業（補助基本額に相当する事業）に係る額を備考欄等に
明記すること。

（２）その他参考となる資料

（記載上の注意）
交付の決定後の事情の変更により申請の内容を変更して追加（減額）の交付申請を行う場合には、

１にかかわらず次のとおりとすること。

厚生労働大臣 殿

都道府県知事

年度特定疾患治療研究費国庫補助金の交付申請について

年度特定疾患治療研究費国庫補助金について、次のとおり交付されるよう関係書類を添えて
申請する。

（別紙（ア））

（別紙（イ））



別紙(ア)

（単位：円）

区 分 総事業費
寄附金
その他の
収入額

差引額 基準額
対象経費の
支出予定額

選定額
（Ｄ）と（Ｅ）を比
較して少ない方

の額

国庫補助
基本額

（Ｃ）と（Ｆ）を比
較して少ない方

の額

国庫補助
所要額

(Ｇ)×補助率

既交付決定
額

差引追加交
付（一部取
消）申請額

備考

（Ａ） （Ｂ） (Ａ)-（Ｂ)=(Ｃ) （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｇ） （Ｈ） （Ｉ） (Ｈ)-（Ｉ)=(Ｊ)

治 療 研 究 費

先天性血液凝固因子障害等治療研究費（先
進医療を除く）

先天性血液凝固因子障害等治療研究費（先
進医療分）

事 務 費

先天性血液凝固因子障害等治療研究事務
費（先進医療審査支払事務費を除く）

先天性血液凝固因子障害等治療研究
事務費（先進医療審査支払事務費）

計

経 費 所 要 額 調

（注）１ 「国庫補助所要額（H）」欄に千円未満の端数が生じたときは、切り捨てること。
２ 「既交付決定額（I）」欄及び「差引追加交付（一部取消）申請額（J）」欄は、交付要綱７による手続きのほかは斜線を引くこと。



別紙(イ)－a

区 分 備 考

人 員 延 日 数 支 払 延 件 数 １件当りの単価 金 額

先天性血液凝固因子障害等治療研究費
入 院
食 事 療 養
通 院
訪 問 看 護
先 進 医 療

事 業 計 画 内 訳 書 （治 療 研 究 費）

年 間 対 象 患 者 数 及 び 対 象 経 費 の 支 出 予 定 額

（注） １．「人員」とは、当該年度における各受給者証交付対象見込患者数であり、入院、通院、食事及び訪問看護別に記載する必要がないこと。
２．「食事療養」の「延日数」は、入院における食事療養の対象となった延日数を再掲すること。
３. 「食事療養」については、「延日数」での算出が困難な場合は「延回数」で算出し備考欄に「延回数」と記載すること。
４．「１件当りの単価」とは、「金額」÷「支払延件数」とすること。（一円未満の端数が生じたときは、四捨五入すること。）



別紙（イ）-b

区 分 支出予定額 積 算 内 訳

円

（先天性血液凝固因子障害等治療
研究事務費）

※先進医療審査支払事務費を除く。

報酬

報償費

旅費

需用費

役務費

使用料及び賃借料

（先天性血液凝固因子障害等治療
研究事務費）

※先進医療審査支払事務費。

・

・

・

事 業 計 画 内 訳 書 （ 事 務 費 ）



様式第３号
番 号
年 月 日

１ 精算額 金 円

２ 経費精算書

３ 事業実績内訳書

４ 医療受給者証交付件数内訳書

５ 添付書類

（１）歳入歳出決算書（又は見込書）抄本

（注）決算書には、当該事業の補助対象事業（補助基本額に相当する事業）に係る額を備考欄等に
明記すること。

（２）その他参考となる資料

厚生労働大臣 殿

都道府県知事

年度特定疾患治療研究費国庫補助金の事業実績報告について

標記について、 年度の事業が完了したので次のとおり関係書類を添えて報告する。

（別紙（ア））

（別紙（イ））

（別紙（ウ））



別紙(ア)

（単位：円）

区 分 総事業費
寄附金
その他の
収入額

差引額 基準額
対象経費の
実支出額

選定額
（Ｄ）と（Ｅ）を比
較して少ない方

の額

国庫補助
基本額

（Ｃ）と（Ｆ）を比
較して少ない方

の額

国庫補助
所要額

(Ｇ)×補助率

国庫補助金
交付決定額

国庫補助金
受入済額

差 引
過△不足額

国庫補助金
受入未済額

備考

（Ａ） （Ｂ） (Ａ)-（Ｂ)=(Ｃ) （Ｄ） （Ｅ） （Ｆ） （Ｇ） （Ｈ） （Ｉ） （Ｊ） (Ｊ)-（Ｈ)=(Ｋ) （Ｌ）

治 療 研 究 費

先天性血液凝固因子障害等治療研究費
（先進医療を除く）

先天性血液凝固因子障害等治療研究費
（先進医療分）

事 務 費

先天性血液凝固因子障害等治療研究事
務費（先進医療審査支払事務費を除く）

先天性血液凝固因子障害等治療研究
事務費（先進医療審査支払事務費）

計

経 費 精 算 書

（注）１ 「国庫補助所要額（H）」欄に千円未満の端数が生じたときは、切り捨てること。
２ 「（交付の条件）５（１）」に基づき、厚生労働大臣の承認を要しない経費の配分の変更を行った場合には、「国庫補助金受入済額（J）」欄に配分変更後の額を記載し、「備考」欄に「事務費へX,XXX円」、「治療

研究費からX,XXX円」のように経費の配分変更状況を記載すること。



別紙（ィ）-a

延日数 支払件数
公費負担額

(A)

延日数
または

延回数
支払件数

公費負担額
(B)

日 件 円 日または回 件 円

国保分

国保以外分

計

合 計

延日数 支払件数
公費負担額

(C)
延日数 支払件数

公費負担額
(D)

公費負担額
(E)=(A)＋(B)＋(C)＋(D)

日 件 円 日 件 円 円

国保分

国保以外分

計

件数 公費負担額

件 円

先天性血液凝固
因子障害等治療

研究費
（先進医療分）

実施した先進医療の名称

凍結保存同種組織を用いた外科治療

（注）１. 当該年の３月診療月から翌年の２月診療月までの合計を記載すること。
２.「食事療養」の「延日数」は、入院時における食事療養の対象となった延日数を再掲すること。
３.「食事療養」については、「延日数または延回数」欄の該当する項目に○をつけること。

事 業 実 績 内 訳 書 （ 治 療 研 究 費 ）

区 分

入 院 食 事 療 養

先天性血液凝固
因子障害等治療

研究費
（先進医療を除

く）

区 分

通 院 訪 問 看 護

先天性血液凝固
因子障害等治療

研究費
（先進医療を除

く）



別紙（イ）-b

区 分 実支出額 積 算 内 訳

円

（先天性血液凝固因子障害等治療
研究事務費）

※先進医療審査支払事務費を除く。

報酬

報償費

旅費

需用費

役務費

使用料及び賃借料

（先天性血液凝固因子障害等治療
研究事務費）

※先進医療審査支払事務費。

・

・

・

事 業 実 績 内 訳 書 （ 事 務 費 ）



別紙（ゥ）

医 療 受 給 者 証 交 付 件 数 内 訳 書

本人 家族 計 本人 家族 計 本人 家族 計 本人 家族 計 本人 家族 計 本人 家族 計

（注） １．健保等は政管健保、組合健保、共済、船員とする。

２．後期高齢者は高齢者の医療の確保に関する法律による医療の給付を受ける場合とし、前期高齢者（健保等において高齢者の医療の確保に関する法律と同様に０割負担とされる者）の場合を除く。

３．介護は要支援又は要介護認定を受けている場合を再掲する。

先天性血液凝固因子障害等
治療研究事業分

合 計
（介護
を除く）

健 保 等 退 職 者

国 保
合 計
（介護
を除く）

健 保 等 退 職 者

国 保
後期

高齢者
（介 護）

（単位：件）

区 分

前 年 度 末 交 付 件 数 （Ａ） 本 年 度 末 交 付 件 数 （Ｂ） 対 前 年 度 増 △ 減 （Ｂ）－（Ａ）

健 保 等 退 職 者

国 保
後期

高齢者
（介 護）

合 計
（介護
を除く）

後期
高齢者

（介 護）


